
　財市場はほぼ均衡するが，労働市場は均衡せずに失
業を残す．このような状態が国民経済の通常の姿であ
ることに気づき，このような状態の生成を可能にする
理 論 枠 組 を 考 案 す る こ と に よ っ て， ケ イ ン ズ

（Keynes 1936）は経済学に革命をもたらしたと言わ
れる．しかしながら，ケインズが考案した理論枠組内
で失業を容認することは，人命の喪失という大きな代
償の支払を不可避にするものであった．この間の事情
を検証するために大学初年で学ぶ単純なケインズモデ
ルを検討しよう．
　財の総生産は Y であり，構成員に分配されて実質
総所得になる．財の消費 C は実質総所得の関数 C＝a
＋bY; a＝const.＞0,0＜b＝const.＜1 である．財の他の
需要である投資 I は簡単化のために自生的であるとし
よう，I＝I0＝const.＞0．財の総需要 Z が総生産 Y に
等しいと置くことによって財市場の均衡が表現される．

Z≡C＋I＝a＋bY＋I0＝Y
したがって，財の均衡総生産 Y0 および均衡消費 C0

は次のように与えられる．
Y0＝（a＋I0）/（1－b）
C0＝（a＋bI0）/（1－b）

財の総生産 Y は労働雇用 L の関数 F（L），dF/dL＞0
であるとするとき，均衡労働雇用 L0 はその逆関数
G（Y）≡F－1（Y）, dG/dY＞0 によって求められる．

L0＝G（Y0）
　ここで，総需要の先行きに関する不安から投資需要
が⊿I だけ減少したとしよう．

I1＝I0－⊿I
そのため，乗数効果が逆に働いて，総需要は⊿I/（1－
b）だけ縮小する．したがって，財の生産もそれだけ
縮小せざるを得ない．

Y1＝Y0－⊿Y＝（a＋I0）/（1－b）－⊿I/（1－b） 
＝（a＋I0－⊿I）/（1－b）＜Y0　　　　　

財の消費および労働雇用は，それぞれ，
⊿C＝－b⊿I/（1－b）＜0
⊿L＝G（Y1）－G（Y0）＜0

だけ縮小する．このように，⊿L 人を数える労働者は
失業したとたん，働くことをやめるばかりでなく，財
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の消費もやめる．あたかも「生きること」をやめたよ
うに見える．
　やがて，総需要の先行きに関する不安が解消して投
資需要が⊿I だけ増加し，元の水準 I0 を回復したとし
よう．したがって，財の総需要，消費も元の水準を回
復する．需要が回復した財を生産するために必要な労
働者を雇用しなければならない．どこから来るのであ
ろうか．総需要が縮小したときに「生きること」をや
めた労働者が蘇生するのであろうか．それは不可能で
あるので，労働者は，最初から「生命」を持っていな
かったのだと考えざるを得ない．解雇されると，無生
物である機械のように，エネルギーの「消費」を停止
し，作業の遂行も停止する．再び雇用されると，エネ
ルギーの「消費」を再開し，作業の遂行も再開する．
しかしながら，このような解釈は理論の上では了解で
きるものであっても，観察される現実からは程遠い．
需要が縮小するとき，解雇された労働者は社会保障制
度が充実していれば失業給付で食いつなぐであろうが，
多くは農業を含む自己雇用生産につくか，「縁辺労働
力」（Umemura 1963） で あ れ ば「 家 計 内 生 産」

（Becker 1965）について生命維持をはかる．1960 年
代に Umemura（1963）や Lebergott（1964）が確認
し，最近では Maruyama et al.（2002）が再確認した
とおりである．ところで，家計内生産は縁辺労働者自
身によって営まれ，自分自身および他家計員のために
家事サービスなどを生産しており，自己雇用生産の 1
形態である（Strauss 1986）．
　このように，自己雇用生産の可能性は，ケインズ経
済学に欠落している人命を付与し，より現実的にする
ものであるが，自己雇用生産導入のメリットはそれだ
けにとどまらない．総需要縮小期に自己雇用生産者は
全体として労働雇用を拡大するばかりでなく，生産資
材あるいは消費財として資本制企業の生産物に対する
需要を資本制企業ほどには縮小しない．他方，総需要
拡大期には労働雇用を資本制企業に譲り，その生産物
に対する需要も資本制企業ほどには拡大しない．その

結果，自己雇用生産者は総労働雇用および総生産物需
要の変動を緩和し，正の「総需要外部性」（Mankiw 
1992）を発揮する．丸山他（1994）が「自己雇用を含
む新ケインズ派モデル」によって理論的に立証し，
Maruyama et al.（2002）　が日米の労働力調査資料お
よび国民経済計算結果を用いて実証したとおりである．
　以上検証してきたように，自己雇用生産は現代経済
学を代表するケインズ経済学に，欠落している人命を
付与してその現実性を高めるとともに，農業を含む現
代資本制市場経済のダイナミズムの解明に資するもの
である．したがって，自己雇用生産研究の推進はそれ
を主要研究課題とする農業経済学を経済学のセンター
ステージに推し上げる効果を持つであろう．

引　用　文　献

Becker, G. S. （1965） A Theory of the Allocation of Time. 
Economic Journal, 75 : 493─517.

Keynes, J. M. （1936） The General Theory of Employment, 
Interest Rate and Money. London : Macmillan.

Lebergott, S. （1964） Manpower in Economic Growth : The 
American Record since 1900. New York : McGraw-Hill.

Mankiw, N. G. （1992） Macroeconomics. New York : Worth 
Publishers.

丸山義皓・姜元喆（1994）「自己雇用を含む新ケインズ派モ
デル─ マクロ農業経済原論によせて─」『農業経済研究』
66，1～11．

Maruyama, Y. and Sonoda, T. （2002） The Stabilizing Be-
havior of Households over Aggregate Fluctuations : A 
Comparision between Japan and the United States. Jour-
nal of Home Economics of Japan, 53 : 765─784.

Strauss, J. （1986） The Theory and Comparative Statics of 
Agricultural Household Models : A General Approach. 
Appendix to Chapter 2. Methodological Issues in Singh, I., 
Squire, L. and Strauss, J. Agricultural Household Models : 
Extensions, Applications, and Policy. Baltimore : Johns 
Hopkins University Press.

Umemura, M. （1963） Cushioning Functions in the Labor 
Market during Business Cycles, Economic Review, 2 : 16─
29.

（2012 年 3 月 15 日受付，2013 年 1 月 28 日受理）

220

要旨：ケインズ経済学において，労働者は解雇されると仕事とともに財の消費もやめる．命を失ったよ
うに見える．総需要が回復し，再び雇用されると仕事とともに財の消費も再開する，あたかも無生物で
ある機械が燃料の消費を再開するように．現実では，解雇者の多くは農業を含む自己雇用生産に雇用の
場を見いだし，財の生産および消費を継続する．したがって，生産資材あるいは消費財のために資本制
企業の生産物に対する需要も維持する．このように，農業経済学の主要研究課題である自己雇用生産は，
ケインズ経済学に人命を付与するとともに総労働雇用および総生産物需要の変動を緩和する外部経済を
発揮する．
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